
名 称 予 算 額

歳入

市債 22.9億
（16.1％）

市税 50.9億
（35.8％）

国・県支出金 27.6億
（19.4％）

譲与税・交付金 6.6億
（4.6％）

地方交付税 14.1億
（9.9％）

繰入金等 8.7億
（6.1％）

諸収入等 5.3億
（3.7％）

財産収入 0.9億
（0.7％）

使用料および 
手数料 2.9億

（2.1％）

分担金および 
負担金 2.3億

（1.6％）

歳出

予備費 0.2億
（0.1％）

議会費 2.1億
（1.5％） 公債費 21.2億

（14.9％）

教育費 18.7億
（13.1％）

消防費 5.7億
（4.0％）

土木費 21.9億
（15.5％）

商工費 2.5億
（1.8％）労働費 1.2億

（0.8％）

衛生費 10.4億
（7.3％）

民生費 40.3億
（28.3％）

総務費 15.9億
（11.2％）

農林水産業費 2.1億
（1.5％）

（単位：円）

一 般 会 計

国 民 健 康 保 険

漁 業 集 落 排 水

農 業 集 落 排 水

漁港施設管理受託

土 地 造 成

介 護 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

合　　 計　　

水 道 事 業

工 業 用 水 道 事 業

公 共 下 水 道 事 業

　　合　　計　　

総　　 額　　

　 3 月定例会において提案され
た、平成27年度各会計予算は、
3日間（ 3月13日・16日・17
日）にわたり予算特別委員会に
おいて慎重に審査した結果、
　総額260億9,508万4千円
（企業会計を含む）を可決しま
した。
　平成27年度の主要事業と、審
査における質疑及び答弁の一部
をご紹介します。

平成27年度

予算案を審査
平成27年度

予算案を審査

一般会計当初予算内訳（総額142.2億円）

放課後児童クラブ事業
（放課後子ども総合プラン）

さかえ公園改修事業

生活困窮者自立支援事業

健康増進事業

玖波小学校施設整備事業

可燃ごみ広域処理事業

生活見守りサービス支援事業

企
業
会
計

特
別
会
計

平成２7年度　各会計別予算

142億2,413万円

43億 168万円

3,128万円

4,877万円

5,411万円

7億1,716万円

25億3,152万円

4億1,943万円

223億2,810万円

7億8,200万円

11億2,177万円

18億6,320万円

37億6,697万円

260億9,508万円

　保護者が仕事等で昼間家庭にいない児童に
ついて遊びや生活指導を行い、仕事と子育て
の両立支援を行う事業。平成27年度から対
象児童を小学校1～ 6年生に広げる。

　可燃ごみの廿日市市との広域処理につい
て、協議・検討を進め、両市による可燃ごみ
の処理に向けた諸事業を実施する。

（14,542千円）

　大竹市のケーブルテレビ通信網を活用した
安否確認のサービスを提供し、高齢者が抱え
る不安の解消を図る事業。

　平成27年度から平成28年度にかけて、耐
震対策のため校舎の改築をする事業。
新校舎には、あすなろ児童クラブを併設。
（事業費には事務費を含む）

・一般健康診査、肝炎ウィルス検診事業
・がん検診事業（大腸がん検診は自己負担額
を無料）
・国民健康保険の特定健康診査（自己負担額
は無料）、特定保健指導　など

〇27年度は健診を6月から実施

　生活保護に至る前の段階にある生活に困窮
している方の自立支援策の強化のため,相談
など自立の支援を行うための事業を実施。

　供用開始から40年以上経過し公園施設は
老朽化している。平成27年度、28年度の
2ヶ年で順次改修工事を行う予定。
（事業費には事務費を含む）

  （33,025千円）

（157,500千円）

（17,269千円）

（104,690千円）

（736,886千円） （1,763千円）

拡充

新規

新規

新規 新規

新規

拡充 ※千円未満は切り捨ててあります。
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Q
　
公
共
交
通
の
支
線
交
通
に
つ
い
て

栄
ぐ
る
り
ん
バ
ス
の
現
状
、
ま
た
湯

舟
の
り
あ
い
タ
ク
シ
ー
な
ど
、
実
証

運
行
か
ら
本
格
運
行
に
移
行
す
る
た

め
の
考
え
を
問
う
。

A　

栄
ぐ
る
り
ん
バ
ス
に
つ
い
て
は
、

ル
ー
ト
及
び
ダ
イ
ヤ
の
見
直
し
な
ど
を
行

い
、
各
支
線
交
通
に
つ
い
て
も
収
支
目
標

を
も
っ
て
取
り
組
み
を
進
め
て
い
る
と
こ

ろ
で
あ
る
。

Q
　
生
活
保
護
費
の
不
正
受
給
に
つ
い

て
、
現
在
の
市
の
状
況
を
問
う
。

A　

不
正
受
給
を
減
少
す
る
た
め
に
、
平

成
26
年
度
に
は
「
生
活
保
護
不
正
受
給
防

止
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
を
作
成
し
た
。
就
労
し

て
い
る
ケ
ー
ス
な
ど
を
把
握
で
き
る
よ
う

3
名
の
ケ
ー
ス
ワ
ー
カ
ー
と
共
に
取
り
組

ん
で
い
る
。

Q
　
可
燃
ご
み
の
広
域
処
理
に
要
す
る

経
費
の
負
担
金
1,
4
5
4
万
2
千
円

の
用
途
を
問
う
。

A　

負
担
金
の
内
訳
は
、
生
活
環
境
影
響

調
査
業
務
3
8
6
万
3
千
円
、
業
者
選
定

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
業
務
5
8
3
万
9
千
円
、

災
害
廃
棄
物
処
理
計
画
業
務
3
7
4
万

円
、
地
域
計
画
変
更
業
務
1
1
0
万
円
で

あ
る
。

Q
　
マ
ロ
ン
の
里
の
決
算
状
況
を
問
う
。

ま
た
、
夏
期
は
毎
日
営
業
す
る
な
ど

営
業
と
し
て
成
り
立
つ
よ
う
市
か
ら

助
言
す
る
こ
と
が
あ
る
の
か
問
う
。

A　

過
去
5
年
間
の
決
算
状
況
は
平
成
23

年
を
除
い
て
ほ
ぼ
収
支
の
均
衡
は
取
れ
て

い
る
。
夏
期
に
毎
日
営
業
す
る
と
な
る
と

人
員
配
置
の
問
題
な
ど
が
生
じ
る
が
、
少

し
で
も
黒
字
に
な
る
よ
う
マ
ロ
ン
の
里
運

営
協
議
会
の
中
で
良
い
方
向
が
で
る
よ
う

申
し
入
れ
、
協
議
を
し
て
ま
い
り
た
い
。

Q
　
中
小
企
業
相
談
所
の
相
談
件
数
が

一
千
件
を
超
え
る
と
の
こ
と
だ
が
、

大
型
店
の
進
出
な
ど
大
変
厳
し
い
状

況
で
あ
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
商

工
会
議
所
と
タ
イ
ア
ッ
プ
し
た
施
策

は
な
い
か
問
う
。

A　

こ
れ
ま
で
の
施
策
は
継
続
し
て
実

施
し
、
加
え
て
プ
レ
ミ
ア
ム
商
品
券
の
発

行
な
ど
、
地
元
企
業
に
対
し
で
き
る
こ
と

は
、
全
力
で
取
り
組
み
た
い
。

Q
　
産
業
振
興
奨
励
金
の
予
定
に
つ
い

て
、
ま
た
企
業
の
投
資
意
欲
に
つ
い

て
の
見
込
み
が
ど
う
な
っ
て
い
る
か

問
う
。

A　

平
成
27
年
度
は
、
2
社
に
対
し
て
産

業
振
興
奨
励
金
を
交
付
予
定
で
あ
る
。
今

後
市
内
に
お
い
て
大
手
企
業
の
新
規
設
備

投
資
も
あ
る
と
伺
っ
て
い
る
。

Q
　
大
竹
駅
周
辺
整
備
事
業
に
つ
い
て

の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
問
う
。

A　

平
成
26
年
度
に
駅
舎
本
体
及
び
自

由
通
路
の
設
計
を
行
い
、
平
成
27
年
度

に
全
体
費
用
が
決
ま
り
事
業
評
価
監
視

委
員
会
に
か
け
る
予
定
で
あ
る
。
そ
の

後
、
J
R
と
の
基
本
協
定
を
結
び
、
完

成
は
平
成
30
年
代
の
前
半
を
見
込
ん
で

い
る
。

Q
　
恵
川
橋
橋
り
ょ
う
修
繕
工
事
に
つ

い
て
、
3
年
間
通
行
止
め
と
の
こ
と

で
あ
る
が
、
そ
の
間
の
ア
ク
セ
ス
・

歩
行
者
の
代
替
道
路
な
ど
を
検
討
し

て
い
る
の
か
を
問
う
。

A　

橋
り
ょ
う
の
工
事
は
渇
水
期
に
行
う

た
め
、
11
月
か
ら
3
月
末
ま
で
を
予
定
し

て
い
る
。
そ
れ
以
外
の
期
間
は
通
行
が
可

能
で
あ
る
。
歩
行
者
の
代
替
道
路
は
国
道

2
号
線
の
歩
道
を
迂う

回か
い

し
て
通
行
し
て
い

た
だ
く
こ
と
に
な
る
。

Q
　
消
防
団
員
の
確
保
に
つ
い
て
、
他

市
町
村
で
は
消
防
団
協
力
事
業
所
に

対
し
入
札
参
加
資
格
の
加
点
や
法
人

事
業
税
・
個
人
事
業
税
の
減
税
な
ど

行
う
と
こ
ろ
も
あ
る
が
、
本
市
で
は

ど
う
か
問
う
。

予
算
特
別
委
員
会
で
の

質
疑
・
答
弁

大竹高校家庭クラブ考案のお菓子をマロンの里で販売

恵川橋
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A　

本
市
で
は
昨
年
度
消
防
団
員
の
定
年

延
長
を
し
た
。
ま
た
、
数
年
前
か
ら
団
員

活
動
に
理
解
を
示
す
事
業
所
に
は
、
消
防

団
協
力
事
業
所
と
し
て
認
定
し
て
い
る
。

建
設
工
事
の
入
札
の
「
総
合
評
価
方
式
」
で

消
防
団
員
の
加
点
を
行
っ
て
い
る
。

Q　

川
崎
市
の
事
件
を
み
る
と
、
い
じ

め
に
よ
る
事
件
が
起
き
る
前
に
阻
止

す
る
仕
組
み
が
必
要
だ
が
、
教
育
委

員
会
の
取
り
組
み
を
問
う
。

A　

昨
年
度
い
じ
め
防
止
対
策
推
進
法
が

制
定
さ
れ
、
本
市
に
お
い
て
も
、
い
じ
め

防
止
基
本
方
針
を
策
定
し
た
。
そ
れ
に
あ

わ
せ
て
警
察
・
福
祉
関
係
者
・
民
生
委
員

の
代
表
・
大
学
教
授
か
ら
な
る
「
い
じ
め

防
止
対
策
委
員
会
」
を
設
置
し
ま
し
た
。

Q　

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に
つ
い
て
は

小
学
4
年
生
か
ら
6
年
生
ま
で
の
児

童
の
優
先
順
位
を
決
め
る
の
で
は
な

く
、
希
望
者
全
員
受
け
入
れ
る
こ
と

で
募
集
す
べ
き
と
考
え
る
が
、
見
解

を
問
う
。

A　

小
学
校
低
学
年
は
全
員
受
け
入
れ
、

高
学
年
は
で
き
る
範
囲
で
受
け
入
れ
る
と

説
明
し
て
い
る
。
今
後
も
よ
り
一
層
努
力

し
て
い
き
た
い
。

Q　

広
島
県
も
国
民
健
康
保
険
の
広
域

化
に
歩
み
出
し
て
い
る
が
、
こ
れ
に

対
し
本
市
の
国
保
財
政
調
整
基
金
の

運
用
は
ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
る
の

か
問
う
。

A　

広
域
化
に
つ
い
て
は
、
法
律
案
が
通

常
国
会
に
提
出
さ
れ
、
平
成
30
年
度
か
ら

運
営
主
体
を
都
道
府
県
に
す
る
と
い
う
内

容
で
審
議
さ
れ
て
い
る
。
県
の
示
す
標
準

保
険
料
に
対
し
不
足
が
生
じ
れ
ば
、
基
金

を
充
当
す
る
可
能
性
も
あ
る
。

Q　

土
地
造
成
特
別
会
計
償
還
ス
キ
ー

ム
で
は
、
平
成
30
年
度
に
旧
小
方

小
・
中
学
校
等
の
土
地
売
却
収
入
と

し
て
33
億
2,
9
0
0
万
円
が
組
ま
れ

て
い
る
が
、
売
却
収
入
が
な
か
っ
た

場
合
、
一
般
会
計
か
ら
の
繰
り
入
れ

期
間
は
延
び
る
の
か
問
う
。

A　

現
在
の
借
入
金
の
償
還
が
最
長
で
平

成
47
年
度
ま
で
と
な
っ
て
お
り
、
売
却
で

き
な
い
場
合
は
当
該
年
度
ま
で
延
び
る
可

能
性
は
あ
る
。

※
採
決
の
結
果
、
原
案
の
と
お
り
可
決

【
反
対
討
論
】

〇
「
玖
波
小
学
校
・
御
園
市
営
住
宅
な
ど

公
共
施
設
の
建
設
が
土
砂
災
害
警
戒
区
域

に
予
定
さ
れ
、
毎
年
繰
り
返
さ
れ
る
水
害

へ
の
取
り
組
み
な
ど
市
民
の
安
心
・
安
全

対
策
が
図
ら
れ
て
い
な
い
予
算
で
反
対
」

〇
「
財
政
が
厳
し
い
中
、
一
般
会
計
の
貴

重
な
財
源
が
土
地
造
成
特
別
会
計
に
繰
り

出
さ
れ
て
い
る
。
つ
ま
り
大
願
寺
の
土
地

造
成
の
借
金
返
済
に
あ
て
ら
れ
て
い
る
の

で
反
対
」

〇
「
4
月
1
日
か
ら
大
幅
に
改
正
さ
れ
た

介
護
保
険
事
業
が
ス
タ
ー
ト
す
る
が
、
本

市
の
第
6
期
介
護
保
険
事
業
計
画
で
は
、

国
や
県
の
指
針
に
従
う
と
な
っ
て
お
り
、

財
政
削
減
あ
り
き
で
あ
る
の
で
反
対
」

【
賛
成
討
論
】

〇
「
投
資
的
事
業
な
ど
で
公
共
施
設
な
ど

生
活
基
盤
の
整
っ
た
ま
ち
づ
く
り
に
対
す

る
施
策
が
組
み
込
ま
れ
た
予
算
編
成
と
理

解
し
て
い
る
の
で
賛
成
」

〇
「
玖
波
小
学
校
の
建
設
予
定
地
が
、
土

砂
災
害
警
戒
区
域
で
あ
る
こ
と
か
ら
建
設

反
対
と
い
う
意
見
も
あ
る
が
、
執
行
部
の

説
明
で
は
二
重
・
三
重
の
安
全
対
策
を
講

じ
て
い
る
の
で
賛
成
」

〇
「
伸
び
つ
づ
け
る
社
会
保
障
費
、
と
り

わ
け
介
護
保
険
給
付
の
伸
び
が
大
き
く
人

数
・
費
用
も
増
え
る
中
で
自
立
ま
た
は
介

護
予
防
の
た
め
の
施
策
を
充
実
し
て
い
く

予
算
で
あ
る
の
で
賛
成
」

本会議へ

本
会
議
で
の
採
決
の
結
果

　
　
　
　 

　
原
案
の
と
お
り
可
決
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委
員
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三
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